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「集中メインフレーム型」と「地域分散ネットワーク型」
　20世紀の産業構造は、同じものをできるだけ大量に生産したり、仕入れたりすることでコストを
引き下げる「集中メインフレーム型」と呼ばれるものであった。しかしこれは、所得や雇用が増え、
国際競争力が高まるという条件がなければ続かない。これに対して、今後の産業構造の中心は「地
域分散ネットワーク型」となる。これは、一つひとつの産業は小規模で地域に分散しているが、イ
ンターネット等のICT（情報通信技術）によって相互にネットワーク化されることで、十分に効率
的に動くというものである。
　現在、「集中メインフレーム型」の産業構造は行き詰まりつつあり、そのことが世界経済の閉塞
状況の背景にある。例えば、ヨーロッパ経済はゼロ成長であり、石油の需要が減少するという予想
が広がった結果、産油国であるロシア経済は危機的な状況にある。中国経済も成長率が低下してき
ており、新興国経済は軒並み落ち込んでいる。アメリカ経済はFRBが金融緩和政策を縮小した結果、
世界中のマネーが還流し、世界で唯一バブルに酔っている。こうした中、IMFや世界銀行は各国の
経済成長率の見通しを下方修正しているが、その中でも日本が最も大きく下方修正されているので
ある。
　このように現在、世界の経済、そして社会は大きく変化しているが、どの方向に向かっているの
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かという判断が必要である。なぜなら、そうした判断がなければわれわれは選択することも、新し
く何かを創り出すこともできないからである。そして、「アベノミクス」にはまさにそれが欠落し
ているのである。
　多くの人々は気付いていないが、実は「集中メインフレーム型」から「地域分散ネットワーク型」
への産業構造の転換は既に進んでいる。その分かりやすい例は、スーパーマーケットに代わって 
コンビニが、あるいは固定電話に代わって携帯電話が隆盛していることである。コンビニ産業が伸
びているのはICTの発達による。すなわち、コンピューターが大容量化・小型化したことにより単
品管理が可能となり、在庫管理が非常に効率的になったのである。こうした技術によって、小売業
ではコンビニだけでなく、農家の直売所のようなものも効率的に運営することが可能となる。そし
て、これらが全国的に相互に結び付けば、大都市を経由しない農産物の物流が可能となるのである。
　これに対して、原子力発電所や大型火力発電所は、まさに20世紀の「集中メインフレーム型」の
システムである。しかし、現在の日本のように所得も人口も増えず、若者の雇用も不足している中
では、そのようなシステムを維持しても意味がないばかりか、政・財・官界の既得権益を維持させ
るのみで、日本全体の発展や地域における雇用創出を妨害してしまっている。私が原発に反対し、
エネルギー転換を主張するのは、福島第一原発事故によって未だに多くの人々が避難生活を強いら
れ、原発関連死や小児甲状腺がんが疑われる事例が発生していることに対する怒りもあるが、そも
そも原発のような「集中メインフレーム型」のシステムはもう終わったと考えるからである。
行き詰まる「アベノミクス」
　現在、主要国の中央銀行であるFRB（連邦準備制度理事会）、ECB（ヨーロッパ中央銀行）、日
本銀行のいずれも政策金利がほぼゼロで、マネーが世界中に大量にばら撒かれている。これは近代
の資本主義においてほぼなかった、異常な事態である。「アベノミクス」はそうした異常な経済政
策の一つであるが、それが完全に失敗していることはデータからも裏付けられる。例えば、家計消
費の伸び率は一貫してマイナスが続いており、消費税率引き上げによる駆け込み需要で一時的にプ
ラスになったに過ぎない。そもそも、マネーの供給量を増やしたからといってインフレになるわけ
ではなく、需要が発生してマネーが回らなければならない。しかし、貨幣乗数は伸びず、マネーは
日銀の当座預金勘定に積み上がっているに過ぎない。
　こうした中、現在の日本の政府債務残高は約1,100兆円、対GDP比では約 2 倍であるが、これは
第二次世界大戦中のレベルであり、革命や戦争、あるいはハイパーインフレーション以外に返済手
段はない。日銀はこれまで、国債を抱え過ぎないために期近物の国債を中心に購入してきたが、「ア
ベノミクス」以降は長期国債を買い続けている。このように日銀が大量の国債を抱えることになる
と、国債を返せないと言った瞬間に日銀券が紙屑になってしまうため、誰も返せないとは言えない。
しかしそうすると、日銀は国債価格安定のためにいつまでも国債を買い続けなければならず、完全
に出口を失ってしまうこととなる。
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　こうした異常な経済政策を続けていると「バブル循環」が起きるようになる。また、資産を保有
している者のみが富むこととなり、経済的な格差が拡大してしまう。さらに、外国人株主が増加し
ているため、彼らが喜ぶような政策、具体的には労働規制の緩和といった「構造改革」が進められ
ていく。こうして、金融緩和と構造改革の政策パッケージは格差社会を生み出すこととなる。実際
に現在の日本では、ブラック企業が増加し、使い捨てられた若者は希望を失って政治に絶望してい
るのである。
　以上のように「アベノミクス」の危険性は、金融政策だけで現在の閉塞的な経済状況を突破しよ
うとしていることにある。これを突破する唯一の道は、産業構造を大きく転換させること、具体的
には「地域分散ネットワーク型」へと転換させることである。しかし、財界の中心は旧来の「集中
メインフレーム型」産業の人物によって支配されている。彼らは原発事故のような重大な問題が起
きても相互に身内をかばおうとするだけで、誰一人責任をとろうとしない。こうした「無責任社会」
では、産業構造を大きく転換させることはできないのである。
来たるべき「第三次産業革命」
　経済学者のコーリン・クラークが述べたように、近代の中心的な産業は第一次→第二次→第三次
と発展してきたが、現在のような「100年に一度」の経済危機は産業構造そのものを破壊してしま
うため、第一次産業から作り直していく必要がある。
すなわち、食料に始まり、エネルギー、医療・介護など、生活に密着した産業の仕組みを大きく
変えて地域分散型にし、それによって雇用を創出するのである。これは、単なる行財政上の地方分
権ではなく、ICTという新しいイノベーションの下に「生業」を分散させ、地域のことはその地域
で決定し、足りないものがあればネットワークを通じて他の地域から補うというシステムである。
また、現在の有機農業では、 最新の技術を用いて土壌分析などが当たり前のようにできるように
なっている。そうしてできた農産物を加工し、流通させるという「六次産業化」を推し進めること
で他の地域に販売していくという経済の仕組みを作らなければ、地域における若者の雇用状況は良
くならないだろう。
かつての第一次産業革命では、石炭をエネルギー源とする蒸気機関が登場したことにより、綿織
物工業が機械制工業となり、完成した綿織物製品を海上では蒸気船が、陸上では蒸気機関車が奥地
まで運び、原材料がそれとは逆のルートを流れるという仕組みが作られた。続く第二次産業革命で
は、エネルギー源が石炭から石油に変わってエンジンが登場したことにより、自動車や航空機といっ
た雇用の裾野の広い産業が誕生して大量生産・大量消費の仕組みが作られ、核家族化が進んで家電
製品が大量に普及し、人々のライフスタイルを変えていった。
来たるべき第三次産業革命では、再生可能エネルギーの普及とスマート化による省エネが進むだ
ろう。従来、再生可能エネルギーは不安定で効率的ではないと言われてきたが、ICTの発達によっ
て、むしろ効率的で安定的なシステムになりうる。すなわち、電力の需要者と供給者を双方向的な
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送配電網でつなぎ、風力や日照時間などの気象情報に基づいて再生可能エネルギーの発電量を予測
することで、電力を無駄なく調整するスマートグリッドの登場である。
その際に何よりも重要なのは、中小企業、農業者、市民が出資し、地域の資源を活かしてどのよ
うな再生可能エネルギーに投資するのかを自ら決定し、さらにその売電収入が地域に還流してくる
ことである。それは国からの補助金とは異なり、地域の自立をもたらす。そして国全体では、送配
電網、建物、車、家電製品に至るまで、スマート化による技術革新が進んでいく。また、エネルギー
だけでなく福祉の分野でも、ICTを用いて中核病院、診療所、介護施設、訪問医療・看護・介護な
どをネットワークで結び付けることにより、一人ひとりの利用者にかかりつけ医やケースマネー
ジャーがはりついて、利用者のニーズに合ったサービスを効率的に供給することが可能となる。
人々の価値観が変わって行けば、社会のあらゆるものが作り替えられていく。そして、その新し
い価値観を実現していくのは若い世代である。こうした転換がなければ、この「100年に 1 度の危
機」は決して乗り越えられないだろう。
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